
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2020年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人  ガイドヘルプあい

1 事業の成果

この法人の目的 (視覚障害者の自立と社会参加の実現)を図る為、障害者総合支援法に基づく障害福祉

サービス事業 (同行援護)に傾注した。また、本年度はガイ ドヘルパー向けに確定申告についての研修を

行い、ガイ ドヘルパーのプロ意識の向上を図るとともに、広く虐待防止の意識を醸成した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【75,842】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

疋秋 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

障害者総合支
援法

障害福祉サー ビス事業

擾曇渠炉
護 と地域生活支 通年

練馬区お

よび東京

他地域

68人

不特定多

数の視覚

障害者

120人 75,729

視覚障害者の
自立 と支援に
関す る地域住
民への普及啓
発事業

ガイ ドヘルパー総会

6月 10日

(水 )

15 :30～

16:30

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人
ガイ ドヘ

ル パ
ー ー

69人 60

視覚障害者の
自立 と支援に
関する地域住
民↑の普及啓
発事業

防災イベン ト

9月 19日

(土 )

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人

不特定多

数の視覚

障害者

150人 50

視覚障害
自立 と支
関する地
民への普
発事業

者の
援に
域住
及啓

ガイ ドヘルパー研修

12月 23

日 (水 )

12月 28

日 (月 )

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

2人
ガイ ドヘ

ル パ
‐ ―

1人 3

疋 ぶ に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

2020年度 活動計算書 (そ の他事業が上1生場合)

事 業 報 告 用

ガイ ドヘルプ い

金   額 小 計 ・ 合 計

賛助会員受取会費

=vtr,t )v
aElr.,t )v ス ク

150,000
5,000

コ ロ ィ ル 62,000

ビ 90,694,943
支援サービ

165
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:::::::::::::::::::::::::::::|:|::i::● |:::::11::90,69肇 :::943

165

90_912.1

会議費

75,728,838
3,353

59,542

人 8,503,100
1,287,640

99,700
法定福利費
福利厚生費

404,846
144,753
633,911

1,200,000
279,729
100,076
3,374
13,094

922,864
139,920
562,490
613,772

地代家賃
旅費交通費
交際接待費

保守費
保険料
リース料
研修費
会議費
その他 60,880

当 期 経 営 鮨  口  箱 A .. .fi) 99_

蜃 |ロロ| タ

E 1111
L‐ 』

1ヨ| タ 【C



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2020年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ガイドヘルプあい

____生量 二f□ヒ __

■
■

ｏ
０

■
二

■
■

■
■

６
０

未収入金
前払費用

16,035,711
487,110

什器備品

ソフ トウェ

借地権

180,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 32,301,719

未払金
未払費用
預 り金

89,650
13,890,865

52,291

長期借入金
退職給付引当金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 32,301,71



6 28

2020年 度  計算書類の注記 事 業 報 告

特定非営利活動法人    ガイ ドヘルプあい

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 PO法人会計基準協議会)

によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法

(2)固定資産の減価償却の方法
定率法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

退職金給付規定の定めがないため、退職給付引当金の計上はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当ありません。

(5)消費税等の会計処理

税込方式によってお ります。

2.事 業別損益の状況

科 目
障害福祉サー

ヒ
゛
ス事業

移動支援サー

ヒ
゛
ス事業

事業部門計 管理部門 合計

155,000

62,000

90,694,943 ｎ

Ｖ

0

155,000

62,000

90,694,943

0

155,000

62,000

90,694,943
165

90.911.943 90.911.943 90.912.108

8,503,100
1,287,640

99,700

9.890.440

8,503,1

911

3,37

1,287,

99,

404,

144,

633,

1,200,

279,

100,

13,

922,

139,

562,

613,

75,728,838
3,353

404,846
144,753

633,911

1,200,000

279,729

150,477

59,542

3,374

13,094

922,864
139,920

562,490

613,772

60.880

80.921.843
90.812.283

75,728,838

3,353

75,728,838

3,353

50,401

59,542

50,401

59,542

15,069.809 1  15,069,809 △  14.969.984 99,825|

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

事務局人件費

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

業務委託費

研修費

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

地代家賃

旅費交通費

交際接待費
会議費

租税公課

新聞図書費

支払手数料

保守費

保険料

リース料

その他

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内 容 金 額 算 定方法

該1当 な し

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

定款に定める事業はすべて委託によつているため、事業費と管理費は独立しており按分する必要はありません。

その他の事業に係る資産の状況

該当ありません。

７

，

8

内 容 期首残 高
ヽ
〓

コ
〓 期末残 高 備 考

該 当な し

合 計

科 目 取 得 1  減 少 期末取得価制 減価僣却累計額 囲獲匡�藍

180000 180,000

180000 1800001 180000

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

投資その他の資産

敷金

合計

180,000

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員及
び近親者 と

の取引

内、近親者及
び支配法人と

の取引

(活動計算書 )

該当なし

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2020年 度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ガイ ドヘルプあい

叫 霊  額 ′:ヽ    計 合   計

手元現金
みずほ銀行練馬
ゆうちょ銀行

富士見台支店 普通預金
86,

14,548,
677, 15,313,4

東京都国民健康保険団体連合会
自己負担金収入 16,035,711

伝票用紙・封筒等

前払費用

285,

487,11
285,484
487,110

パ ソコン

ソ フトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

敷金
事務所分 180,000

180,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 32,301,71

89,650

分
分

(ア マゾン合資会社)

(し らかば工房会社)

ガイ ドヘルパー 2021/2月
ガイ ドヘルパー 2021/3月

50,497
1, 52,291

源泉徴収税・住民税

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 14,109,

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 18,191,91



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人  ガイドヘルプあい

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

画以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

ビ各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

氏   名

1 〇 。監事
キノリョウスケ 2年

3年

4月 1日

31日3月

2年

3年

6月   1日

3月  31日木野 良介

2 (肇シ監事
フジオカフミオ 2年 4月 1日

31日3年 3月

2年

2年

4月   1日

5月  31日藤岡 文郎

3 o・ 監事
fit<Y<fJ 2年  4月  1日

3年 3月 31日

年:  月   日

年  月  日笠松員智子

4 ① 。監事
マツカゼケイイ

チ
2年

3年

6月 20日

31日3月

年   月   日

年  月  日
松風 慶一

5 理事・o
カワイケイイチ 2年 4月 1日

31日3年 3月

年 月

月

日

日年川合 恵一

6 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年  月 日

日年  月

年 月

月

日

日年

０
０ 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年・ 月   日

Ｏ

υ 理事 。監事

年   月   日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

10 理事 。監事

年   月   日

年 月 日

年   月   日

年 月 ヨ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_二Ll」主コ!Li二墨墜________

氏   名 住 所 又 は 居 所

木野  艮介

2

笠松1員 智子

3

藤岡 文郎

4

西山 矛加子

5

除風 慶―

6

柳澤 文江

7

龍原  よ し子

8

阿部 貫貫子

9

層藤 朝子

10

大杉  多希子

12


